
 
 

電子帳簿保存法対応セミナー 

  

  

 

 
事前に準備は必要？ 

社会福祉法人向け 

2022 年（令和 4 年）1 月 1 日に電子帳簿保存法の改正が施行されました。 

この改正で、事前申請の廃止など電子保存に必要な手続きが緩和される一方、電子取引のデー

タ保存の義務化など厳しくなった部分もあります。 

数か月後に迫る 2024 年 1 月 1 日の完全義務化に向けて事前準備をお勧め致します。 

 

今回は電子帳簿保存法対応で社会福祉法人が最低限おさえておくべき基本的なポイントについて、理解を

深めていただくためのセミナーとなっております。 

 

また、セミナー後半では、実際の運用イメージをデモ環境を使って解説もいたします。 

社会福祉法でも会計帳簿の電磁的保存が認められており、この機会がペーパーレス化による業務効率化

のチャンスと言えます。 

 

※弊社クライアント様につきましては、参加料は無料とさせて頂きます。 

※受講料につきましては、お申し込みと同時に下記口座にお振込みをお願い致します。
恐れ入りますが、お振込み手数料はご負担ください。 

お振込先：佐賀銀行 水ケ江支店(普)1125178 (名義)税理士法人 諸井会計 

電子取引データとは？ 

会場受講 

先着 20 名 

 

 

お申し込みはこちらから！URL  www.moroi.co.jp  

税理士法人 諸井会計 TEL(0952)23-5106 

FAX(0952)22-2888 

 

 〒840-0015   
佐賀県佐賀市木原二丁目 6番 5号   

担当：松尾・納富・宮本  

9/29 
会場受講      13：00～14：30 

（12：30 受付） 
ZOOM 受講   13：00～14：30 
 

受講料：おひとり様 ３,000 円(税込) 

金 

第１部 13：00～ 社会福祉法人がおさえておくべきポイントについて 

電帳法について、基本的なポイント・注意点を解説いたします。 

講師 ： 税理士法人諸井会計    宮本 加奈子 税理士 

第２部 14：00～ デモ環境を使用した実際の運用イメージについて 

社会福祉法でも会計帳簿の電磁的保存が認められおり、ペーパーレス化による業務効

率化のチャンスです。デモ環境を使用し解説いたします。 

講師 ： 株式会社諸井会計    原口 賢二 統括チーフ 



 
 

 

 

 

 

※ 弊社ホームページに記載している個人情報保護方針をお読みの上ご賛同頂いた法人
様の個人情報は、弊社が規定する個人情報保護方針の範囲内で弊社からの情報提
供のみに利用させていただきます。 

FAX 申込書 📠0952-22-2888 

講師へのご質問をどうぞ！  

担当 松尾・納富・宮本 

貴法人名 

住所 

受講スタイル（○で囲んで下さい） 

   会場受講  ・  ZOOM 受講 

TEL 

E-mail 

参加者氏名 

個人情報保護方針に 

   賛同する  ・  賛同しない 

※ お申し込み頂いたお客様には、後日、メールにて接続先 URL等をご案内いたします。       
セミナー前日までにメールが届かない場合は、お手数ですが、問い合わせ先までご連絡
下さい。 

社会福祉法人向け電子帳簿保存法対応セミナー 


